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1 近年の自然災害に対する物流面での対応（単純集計） 
 

 

1-1 Q8 予見可能な自然災害_支障の有無（荷主・物流事業者） 

Q8 予見可能な自然災害_支障の有無を荷主企業・物流事業者別にみると、「1.荷主企業」では「1.

予見可能な自然災害により、物流に支障・影響が出たことがある」が 75.6%ともっとも割合が高く、次いで

「2.予見可能な自然災害により、物流に支障・影響が出たことはない」が 16.0%となっている。「2.物流事

業者」では「1.予見可能な自然災害により、物流に支障・影響が出たことがある」が 55.3%ともっとも割合

が高く、次いで「2.予見可能な自然災害により、物流に支障・影響が出たことはない」が 43.0%となって

いる。 
 

図表 1-1 Q8 予見可能な自然災害_支障の有無（荷主企業・物流事業者別） 

 
  

62.0%

75.6%

55.3%

34.2%

16.0%

43.0%

8.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Total

1.荷主企業

2.物流事業者

(n
=

3
6
3

)
(n

=
1

1
9

)
(n

=
2

4
4

)

1.予見可能な自然災害により、物流に支障・影響が出たことがある

2.予見可能な自然災害により、物流に支障・影響が出たことはない

無回答
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1-2 Q8-1 予見可能な自然災害_災害名（荷主・物流事業者） 

Q8-1 予見可能な自然災害_災害名を荷主企業・物流事業者別にみると、「1.荷主企業」では「4.平

成 30年 7月豪雨(西日本豪雨)」が 42.0%ともっとも割合が高く、次いで「9.令和 2年 12月～3年 2月

豪雪」が 41.2%、「7.令和元年東日本台風」が 35.3%となっている。「2.物流事業者」では「11.なし」が

44.7%ともっとも割合が高く、次いで「9.令和 2年 12月～3年 2月豪雪」が 22.5%、「5.平成 30年 9月台

風 21号」が 20.9%となっている。 
 

図表 1-2 Q8-1 予見可能な自然災害_災害名（荷主企業・物流事業者別） 

 
  

23.7%

16.8%

20.1%

25.6%

25.3%

14.3%

21.5%

20.9%

28.7%

8.0%

38.8%

32.8%

31.1%

29.4%

42.0%

34.5%

25.2%

35.3%

34.5%

41.2%

16.0%

26.9%

19.3%

9.8%

15.6%

17.6%

20.9%

9.0%

14.8%

14.3%

22.5%

44.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1.平成26年豪雪

2.平成29年7月九州北部豪雨

3.平成30年豪雪(北陸豪雪)

4.平成30年7月豪雨(西日本豪雨)

5.平成30年9月台風21号

6.令和元年房総半島台風

7.令和元年東日本台風

8.令和2年7月豪雨

9.令和2年12月～3年2月豪雪

10.その他

11.なし

無回答

(n=363) Total

(n=119) 1.荷主企業

(n=244) 2.物流事業者
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1-3 Q8-2 予見可能な自然災害_支障内容（荷主・物流事業者） 

Q8-2 予見可能な自然災害_支障内容を荷主企業・物流事業者別にみると、「1.荷主企業」では「2.

輸送インフラ(道路･トラック)の寸断･遅延」が 79.0%ともっとも割合が高く、次いで「1.物流拠点の機能停

止･機能低下」が 34.5%、「3.輸送インフラ(鉄道､港湾･海運､空港･航空)の寸断･遅延」が 31.1%となって

いる。「2.物流事業者」では「2.輸送インフラ(道路･トラック)の寸断･遅延」が 43.9%ともっとも割合が高く、

次いで「8.なし」が 42.6%、「1.物流拠点の機能停止･機能低下」が 24.6%となっている。 
 

図表 1-3 Q8-2 予見可能な自然災害_支障内容（荷主企業・物流事業者別） 

 
  

27.8%

55.4%

20.7%

14.6%

6.3%

36.6%

34.5%

79.0%

31.1%

23.5%

6.7%

10.9%

24.4%

24.6%

43.9%

15.6%

10.2%

42.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

1.物流拠点の機能停止･機能低下

2.輸送インフラ(道路･トラック)の寸断･

遅延

3.輸送インフラ(鉄道､港湾･海運､空港･

航空)の寸断･遅延

4.トラックの運転手･車両･燃料の不足

5.情報システムの障害

6.行政から要請される支援物資の提供

等､災害時の追加的な対応

7.その他

8.なし

無回答

(n=363) Total

(n=119) 1.荷主企業

(n=244) 2.物流事業者
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1-4 Q8-4 予見可能な自然災害への BCP での想定状況（荷主・物流事業者） 

Q8-4 予見可能な自然災害への BCPでの想定状況を荷主企業・物流事業者別にみると、「1.荷主

企業」では「4.BCPは作成していなかった」が 29.4%ともっとも割合が高く、次いで「2.同種の災害（大

雪、大雨等）を想定した BCPを作成していたが、その被害想定に沿った対策は不十分だった」が

18.5%、「3.BCPは作成していたが、同種の災害（大雪、大雨等）を想定した BCPを作成していなかっ

た」が 15.1%となっている。「2.物流事業者」では「4.BCPは作成していなかった」が 32.8%ともっとも割合

が高く、次いで「3.BCPは作成していたが、同種の災害（大雪、大雨等）を想定した BCPを作成してい

なかった」が 10.2%、「2.同種の災害（大雪、大雨等）を想定した BCPを作成していたが、その被害想定

に沿った対策は不十分だった」が 9.4%となっている。 
 

図表 1-4 Q8-4 予見可能な自然災害への BCP での想定状況（荷主企業・物流事業者別） 

 
  

6.1%

12.6%

12.4%

18.5%

9.4%

11.8%

15.1%

10.2%

31.7%

29.4%

32.8%

5.0%

35.0%

19.3%

42.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Total

1.荷主企業

2.物流事業者

(n
=

3
6
3

)
(n

=
1

1
9

)
(n

=
2

4
4

)

1.同種の災害（大雪、大雨等）を想定したBCPを作成し、その被害想定に沿った対策は十分だった

2.同種の災害（大雪、大雨等）を想定したBCPを作成していたが、その被害想定に沿った対策は不十分だった

3.BCPは作成していたが、同種の災害（大雪、大雨等）を想定したBCPを作成していなかった

4.BCPは作成していなかった

5.その他

無回答
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1-5 Q8-5 予見可能な自然災害_発災前の対策（荷主・物流事業者） 

Q8-5 予見可能な自然災害_発災前の対策を荷主企業・物流事業者別にみると、「1.荷主企業」では

「2.物流事業者との災害対応に関する連絡･協議」が 63.9%ともっとも割合が高く、次いで「1.交通機関･

輸送手段の計画運休等の情報収集」が 58.8%、「3.取引先との災害対応に関する連絡･協議」が 47.9%

となっている。「2.物流事業者」では「9.特に対策を取らなかった」が 46.7%ともっとも割合が高く、次いで

「2.物流事業者との災害対応に関する連絡･協議」が 42.6%、「1.交通機関･輸送手段の計画運休等の

情報収集」が 40.6%となっている。 
 

図表 1-5 Q8-5 予見可能な自然災害_発災前の対策（荷主企業・物流事業者別） 

 
  

46.6%

49.6%

32.8%

40.8%

9.9%

9.4%

16.0%

39.4%

58.8%

63.9%

47.9%

47.1%

13.4%

28.6%

23.5%

24.4%

40.6%

42.6%

25.4%

37.7%

8.2%

12.3%

46.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.交通機関･輸送手段の計画運休等の情

報収集

2.物流事業者との災害対応に関する連

絡･協議

3.取引先との災害対応に関する連絡･協

議

4.自社の物流に関する輸送計画の中止･

延期･変更等の対応

5.物流拠点の休止等の対応

6.輸送計画の中止･延期･変更や物流拠点

の休止に対応した在庫の積み増し（荷主

企業のみ）

7.被災を想定した事前対応

8.その他

9.特に対策を取らなかった

無回答

(n=363) Total

(n=119) 1.荷主企業

(n=244) 2.物流事業者
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1-6 Q8-7 予見可能な自然災害_講じておくべきだったと考えられる対策（荷主・物流事業者） 

Q8-7 予見可能な自然災害_講じておくべきだったと考えられるを荷主企業・物流事業者別にみる

と、「1.荷主企業」では「9.特にない」が 42.0%ともっとも割合が高く、次いで「3.取引先との災害対応に関

する連絡･協議」が 26.9%、「2.物流事業者との災害対応に関する連絡･協議」が 25.2%となっている。「2.

物流事業者」では「9.特にない」が 57.8%ともっとも割合が高く、次いで「2.物流事業者との災害対応に

関する連絡･協議」が 23.4%、「4.自社の物流に関する輸送計画の中止･延期･変更等の対応」が 20.1%

となっている。 
 

図表 1-6 Q8-7 予見可能な自然災害_講じておくべきだったと考えられる対策 

（荷主企業・物流事業者別） 

 
  

19.3%

24.0%

17.9%

21.2%

7.4%

6.6%

19.6%

52.6%

23.5%

25.2%

26.9%

23.5%

7.6%

20.2%

23.5%

42.0%

17.2%

23.4%

13.5%

20.1%

7.4%

17.6%

57.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.交通機関･輸送手段の計画運休等の情

報収集

2.物流事業者との災害対応に関する連

絡･協議

3.取引先との災害対応に関する連絡･協

議

4.自社の物流に関する輸送計画の中止･

延期･変更等の対応

5.物流拠点の休止等の対応

6.輸送計画の中止･延期･変更や物流拠点

の休止に対応した在庫の積み増し（荷主

企業のみ）

7.被災を想定した事前対応

8.その他

9.特にない

無回答

(n=363) Total

(n=119) 1.荷主企業

(n=244) 2.物流事業者
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1-7 Q9 予見不能な自然災害_支障・影響の有無（荷主・物流事業者） 

Q9 予見不能な自然災害_支障・影響の有無を荷主企業・物流事業者別にみると、「1.荷主企業」で

は「1.予見不能な自然災害により、物流に支障・影響が出たことがある」が 58.0%ともっとも割合が高く、

次いで「2.予見不能な自然災害により、物流に支障・影響が出たことはない」が 39.5%となっている。「2.

物流事業者」では「2.予見不能な自然災害により、物流に支障・影響が出たことはない」が 67.2%ともっ

とも割合が高く、次いで「1.予見不能な自然災害により、物流に支障・影響が出たことがある」が 30.7%と

なっている。 
 

図表 1-7 Q9 予見不能な自然災害_支障・影響の有無（荷主企業・物流事業者別） 

 
  

39.7%

58.0%

30.7%

58.1%

39.5%

67.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Total

1.荷主企業

2.物流事業者

(n
=

3
6
3

)
(n

=
1

1
9

)
(n

=
2

4
4

)

1.予見不能な自然災害により、物流に支障・影響が出たことがある

2.予見不能な自然災害により、物流に支障・影響が出たことはない

無回答
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1-8 Q9-2 予見不能な自然災害_支障内容（荷主・物流事業者） 

Q9-2 予見不能な自然災害_支障内容を荷主企業・物流事業者別にみると、「1.荷主企業」では「2.

輸送インフラ(道路･トラック)の寸断･遅延」が 53.8%ともっとも割合が高く、次いで「8.なし」が 42.9%、「3.

輸送インフラ(鉄道､港湾･海運､空港･航空)の寸断･遅延」が 40.3%となっている。「2.物流事業者」では

「8.なし」が 65.6%ともっとも割合が高く、次いで「2.輸送インフラ(道路･トラック)の寸断･遅延」が 27.9%、

「1.物流拠点の機能停止･機能低下」が 17.2%となっている。 
 

図表 1-8 Q9-2 予見不能な自然災害_支障内容（荷主企業・物流事業者別） 

 
  

24.0%

36.4%

21.8%

12.9%

9.1%

58.1%

37.8%

53.8%

40.3%

18.5%

14.3%

9.2%

42.9%

17.2%

27.9%

12.7%

10.2%

6.6%

65.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.物流拠点の機能停止･機能低下

2.輸送インフラ(道路･トラック)の寸断･

遅延

3.輸送インフラ(鉄道､港湾･海運､空港･

航空)の寸断･遅延

4.トラックの運転手･車両･燃料の不足

5.情報システムの障害

6.行政から要請される支援物資の提供

等､災害時の追加的な対応

7.その他

8.なし

無回答

(n=363) Total

(n=119) 1.荷主企業

(n=244) 2.物流事業者
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2 BCP や災害対策マニュアル等における荷主と物流事業者の連携に関する状況（単純集

計） 
 

2-1 Q10 物流業務を対象に含む BCP 策定の有無（荷主） 

「1.物流業務を対象に含む BCPを策定している」の割合が最も高く 46.6%となっている。次いで、

「3.BCPは策定していない（41.5%）」、「2.BCPは策定しているが､物流業務を対象に含まない（11.9%）」

となっている。 
 

図表 2-1 Q10 物流業務を対象に含む BCP 策定の有無（荷主） 

 
 

2-2 Q10 BCP 策定の有無（物流事業者） 

「2.BCPは策定していない」の割合が最も高く 54.1%となっている。次いで、「1.BCPを策定している

（45.9%）」となっている。 
 

図表 2-2 Q10 BCP 策定の有無（物流事業者） 

 
 

 
  

1.物流業務を対象に含む

BCPを策定している, 55, 

46.6%

2.BCPは策定しているが､物

流業務を対象に含まない, 

14, 11.9%

3.BCPは策定していない, 49, 

41.5%

(n=118)

1.BCPを策定している, 112, 

45.9%2.BCPは策定していない, 

132, 54.1%

(n=244)
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2-3 Q11 物流に関する BCP の対象リスク（荷主・物流事業者） 

Q11 物流に関する BCPの対象リスクを荷主・物流事業者別にみると、「1.荷主企業」では「1.地震･

津波」が 48.7%ともっとも割合が高く、次いで「2.大雪･大雨等の風水害」が 47.9%、「5.なし」が 42.0%とな

っている。「2.物流事業者」では「5.なし」が 54.1%ともっとも割合が高く、次いで「1.地震･津波」が 39.3%、

「2.大雪･大雨等の風水害」が 33.6%となっている。 
 

図表 2-3 Q11 物流に関する BCP の対象リスク（荷主・物流事業者別） 

 
  

42.4%

38.3%

27.8%

50.1%

48.7%

47.9%

31.1%

42.0%

39.3%

33.6%

26.2%

54.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.地震･津波

2.大雪･大雨等の風水害

3.感染症･パンデミック

4.その他

5.なし

無回答

(n=363) Total

(n=119) 1.荷主企業

(n=244) 2.物流事業者
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2-4 Q12 予見された際の物流に関する対応策（荷主・物流事業者） 

Q12 予見された際の物流に関する対応策を荷主・物流事業者別にみると、「1.荷主企業」では「2.災

害対応に関して物流事業者と協議できる態勢の構築」が 71.4%ともっとも割合が高く、次いで「1.交通機

関･輸送手段の計画運休等の情報収集態勢の整備」、「5.輸送計画の中止･延期･変更に関する対応

策の検討」が 62.2%、「4.災害対応に関して発荷主となる調達先と協議できる態勢の構築」が 50.4%とな

っている。「2.物流事業者」では「2.災害対応に関して物流事業者と協議できる態勢の構築」が 67.6%と

もっとも割合が高く、次いで「1.交通機関･輸送手段の計画運休等の情報収集態勢の整備」が 61.9%、

「5.輸送計画の中止･延期･変更に関する対応策の検討」が 59.4%となっている。 
 

図表 2-4 Q12 予見された際の物流に関する対応策（荷主・物流事業者別） 

 
  

62.0%

68.9%

38.0%

44.6%

60.3%

25.6%

12.1%

36.1%

7.2%

62.2%

71.4%

45.4%

50.4%

62.2%

29.4%

37.0%

31.1%

6.7%

61.9%

67.6%

34.4%

41.8%

59.4%

23.8%

38.5%

7.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1.交通機関･輸送手段の計画運休等の情

報収集態勢の整備

2.災害対応に関して物流事業者と協議で

きる態勢の構築

3.災害対応に関して着荷主となる販売先

と協議できる態勢の構築

4.災害対応に関して発荷主となる調達先

と協議できる態勢の構築

5.輸送計画の中止･延期･変更に関する対

応策の検討

6.物流拠点の休止に関する対応策の検討

7.輸送計画の中止･延期･変更や物流拠点

の休止に対応した在庫の積み増し計画の

策定（荷主企業のみ）

8.被災を想定した事前対応

9.その他

10.特にない

無回答

(n=363) Total

(n=119) 1.荷主企業

(n=244) 2.物流事業者
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2-5 Q13 荷主・物流事業者が相手先に求める災害対策（荷主・物流事業者） 

Q13 荷主・物流事業者が相手先に求める災害対策を荷主・物流事業者別にみると、「1.荷主企業」

では「1.緊急連絡先の共有､連絡手段の確保」が 83.2%ともっとも割合が高く、次いで「2.災害が予見さ

れる場合の計画運休等の情報や､発災後の被害情報の収集･共有方法の確保」が 70.6%、「9.輸送手

段の確保（荷主企業のみの選択肢）」が 63.9%となっている。「2.物流事業者」では「1.緊急連絡先の共

有､連絡手段の確保」が 79.5%ともっとも割合が高く、次いで「2.災害が予見される場合の計画運休等の

情報や､発災後の被害情報の収集･共有方法の確保」が 63.1%、「3.災害予見時の輸送手段の計画運

休や物流拠点の計画休止等の対策」が 56.1%となっている。 
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図表 2-5 Q13 荷主・物流事業者が相手先に対して求める災害対策（荷主・物流事業者別） 

 
  

80.7%

35.3%

65.6%

57.0%

28.1%

27.3%

17.1%

24.5%

12.9%

20.9%

17.1%

17.6%

9.1%

24.2%

22.3%

14.6%

28.7%

17.9%

6.1%

83.2%

70.6%

58.8%

38.7%

40.3%

22.7%

34.5%

39.5%

63.9%

52.1%

36.1%

28.6%

20.2%

34.5%

23.5%

7.6%

79.5%

52.5%

63.1%

56.1%

23.0%

20.9%

14.3%

19.7%

26.2%

13.5%

18.4%

19.3%

11.9%

25.8%

15.2%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80%100%

1.緊急連絡先の共有､連

絡手段の確保

2.着荷主との緊急連絡

先の共有､連絡手段の確

保

2.災害が予見される場

合の計画運休等の情報

や､発災後の被害情報…

3.災害予見時の輸送手

段の計画運休や物流拠

点の計画休止等の対策

4.物流拠点の耐震化･損

壊対策･風水害対策

5.非常用電源の確保

6.物流拠点の複数化･分

散化

7.燃料の確保

8.輸送中の車両･貨物の

位置情報の共有（荷主

企業のみの選択肢）

9.輸送手段の確保（荷

主企業のみの選択肢）

10.輸送手段･輸送ルー

トの多様化（荷主企業

のみの選択肢）

11.優先業務､優先的に

供給する商品の設定

（物流事業者のみの…

12.在庫の確保･積み増

し（物流事業者のみの

選択肢）

13.物流情報システムの

バックアップ･復旧対策

14.緊急時における企業

間物流情報共有の仕組

みの構築

13.災害対策のスキル･

ノウハウを有する人材

の育成･確保

14.人的な支援･応援体

制の整備

15.災害対応の訓練の実

施

16.その他

17.特にない

無回答

(n=363) Total

(n=119) 1.荷主企業

(n=244) 2.物流事業者
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2-6 Q14 相手との災害対策に関する協力内容（荷主・物流事業者） 

Q14 相手との災害対策に関する協力内容を荷主・物流事業者別にみると、「1.荷主企業」では「1.災

害時の情報連絡方法を取り決めている」が 67.2%ともっとも割合が高く、次いで「2.災害時の協力のあり

方について具体的に協議･調整している」が 37.0%、「8.特にない」が 33.6%となっている。「2.物流事業

者」では「1.災害時の情報連絡方法を取り決めている」が 50.0%ともっとも割合が高く、次いで「8.特にな

い」が 48.0%、「2.災害時の協力のあり方について具体的に協議･調整している」が 17.6%となっている。 
 

図表 2-6 Q14 相手との災害対策に関する協力内容（荷主・物流事業者別） 

 
  

55.6%

24.0%

12.9%

11.6%

6.1%

6.3%

43.3%

67.2%

37.0%

21.0%

17.6%

6.7%

8.4%

33.6%

50.0%

17.6%

9.0%

8.6%

5.7%

5.3%

48.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1.災害時の情報連絡方法を取り決めてい

る

2.災害時の協力のあり方について具体的

に協議･調整している

3.物流事業者のBCP等の災害対策に自社

からの要請･要望を反映してもらってい

る

4.災害時の行動計画･行動マニュアル等

を共有している

5.災害時の応援･連携に関する協定･契約

の締結等､協力を約束する文書を取り交

わしている

6.災害時の応援を実践できるように合同

の訓練を実施している

7.その他

8.特にない

無回答

(n=363) Total

(n=119) 1.荷主企業

(n=244) 2.物流事業者
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2-7 Q14 2.災害時の協力のあり方について具体的に協議･調整している の該当事項（荷主・

物流事業者） 

 

図表 2-7 Q14 2.災害時の協力のあり方について具体的に協議･調整している の該当事項 

（荷主・物流事業者別） 

 
  

21.8%

6.9%

16.5%

16.3%

5.2%

7.2%

6.3%

74.7%

29.4%

26.9%

24.4%

6.7%

6.7%

5.9%

7.6%

12.6%

21.8%

15.1%

5.9%

5.9%

12.6%

5.9%

5.0%

59.7%

18.0%

10.2%

11.5%

12.3%

5.3%

82.0%

0% 50% 100%

1.緊急連絡

先の共有､…

2.着荷主と

の緊急連…

3.災害が予

見される…

4.災害予見

時の輸送…

5.物流拠点

の耐震化･…

6.非常用電

源の確保

7.物流拠点

の複数化･…

8.燃料の確

保

9.輸送中の

車両･貨物…

10.輸送手段

の確保…

11.輸送手

段･輸送…

12.優先業

務､優先的…

13.在庫の確

保･積み増…

14.物流情報

システム…

15.緊急時に

おける企…

16.災害対策

のスキル･…

17.人的な支

援･応援体…

18.災害対応

の訓練の…

19.その他

20.なし

無回答

(n=363) Total

(n=119) 1.荷主企業

(n=244) 2.物流事業者
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2-8 Q14 3.物流事業者の BCP 等の災害対策に自社からの要請･要望を反映してもらっている 

の該当事項（荷主・物流事業者） 

 

図表 2-8 Q14 3.物流事業者の BCP 等の災害対策に自社からの要請･要望を反映してもらってい

る の該当事項（荷主・物流事業者別） 

 
  

11.6%

10.5%

11.0%

5.2%

87.3%

18.5%

17.6%

16.0%

7.6%

7.6%

5.9%

6.7%

8.4%

16.0%

13.4%

6.7%

6.7%

9.2%

5.0%

79.0%

8.2%

7.0%

8.6%

91.4%

0% 50% 100%

1.緊急連絡先の共

有､連絡手段の…

2.着荷主との緊急

連絡先の共有､…

3.災害が予見され

る場合の計画運…

4.災害予見時の輸

送手段の計画運…

5.物流拠点の耐震

化･損壊対策･風…

6.非常用電源の確

保

7.物流拠点の複数

化･分散化

8.燃料の確保

9.輸送中の車両･

貨物の位置情報…

10.輸送手段の確

保（荷主企業の…

11.輸送手段･輸送

ルートの多様化…

12.優先業務､優先

的に供給する商…

13.在庫の確保･積

み増し（物流事…

14.物流情報シス

テムのバック…

15.緊急時におけ

る企業間物流情…

16.災害対策のス

キル･ノウハウ…

17.人的な支援･応

援体制の整備

18.災害対応の訓

練の実施

19.その他

20.なし

無回答

(n=363) Total

(n=119) 1.荷主企業

(n=244) 2.物流事業者
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2-9 Q14 4.災害時の行動計画･行動マニュアル等を共有している の該当事項（荷主・物流事

業者） 

 

図表 2-9 Q14 4.災害時の行動計画･行動マニュアル等を共有している の該当事項 

（荷主・物流事業者別） 

 
  

9.1%

7.7%

8.0%

88.7%

15.1%

14.3%

12.6%

7.6%

6.7%

5.9%

5.9%

6.7%

11.8%

9.2%

6.7%

5.0%

8.4%

82.4%

6.1%

5.7%

91.8%

0% 50% 100%

1.緊急連絡先の

共有､連絡手段…

2.着荷主との緊

急連絡先の共…

3.災害が予見さ

れる場合の計…

4.災害予見時の

輸送手段の計…

5.物流拠点の耐

震化･損壊対…

6.非常用電源の

確保

7.物流拠点の複

数化･分散化

8.燃料の確保

9.輸送中の車両･

貨物の位置情…

10.輸送手段の確

保（荷主企業…

11.輸送手段･輸

送ルートの多…

12.優先業務､優

先的に供給す…

13.在庫の確保･

積み増し（物…

14.物流情報シス

テムのバック…

15.緊急時におけ

る企業間物流…

16.災害対策のス

キル･ノウハウ…

17.人的な支援･

応援体制の整備

18.災害対応の訓

練の実施

19.その他

20.なし

無回答

(n=363) Total

(n=119) 1.荷主企業

(n=244) 2.物流事業者
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2-10 Q14 5.災害時の応援･連携に関する協定･契約の締結等､協力を約束する文書を取り交わし

ている の該当事項（荷主・物流事業者） 

 

図表 2-10 Q14 5.災害時の応援･連携に関する協定･契約の締結等､協力を約束する文書を取り交

わしている の該当事項（荷主・物流事業者別） 

 
  

93.4%

92.4%

93.9%

0% 50% 100%

1.緊急連絡先の

共有､連絡手段…

2.着荷主との緊

急連絡先の共…

3.災害が予見さ

れる場合の計…

4.災害予見時の

輸送手段の計…

5.物流拠点の耐

震化･損壊対…

6.非常用電源の

確保

7.物流拠点の複

数化･分散化

8.燃料の確保

9.輸送中の車両･

貨物の位置情…

10.輸送手段の確

保（荷主企業…

11.輸送手段･輸

送ルートの多…

12.優先業務､優

先的に供給す…

13.在庫の確保･

積み増し（物…

14.物流情報シス

テムのバック…

15.緊急時におけ

る企業間物流…

16.災害対策のス

キル･ノウハウ…

17.人的な支援･

応援体制の整備

18.災害対応の訓

練の実施

19.その他

20.なし

無回答

(n=363) Total

(n=119) 1.荷主企業

(n=244) 2.物流事業者
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2-11 Q15 発荷主として、着荷主となる取引先(販売先)との災害対策に関する協力内容（荷主） 

「11.特にない」の割合が最も高く 48.7%となっている。次いで、「2.災害発生時の物流拠点の被災や

輸送障害等に伴う商品供給の遅延･中止に対して理解･了解を得ている（29.4%）」、「1.災害時の情報連

絡方法を取り決めている（24.4%）」となっている。 
 

図表 2-11 Q15 発荷主として、着荷主となる取引先(販売先)との災害対策に関する協力内容 

 
  

24.4%

29.4%

20.2%

10.9%

6.7%

5.0%

4.2%

0.8%

1.7%

1.7%

48.7%

10.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.災害時の情報連絡方法を取り決めている

2.災害発生時の物流拠点の被災や輸送障害等に伴う

商品供給の遅延･中止に対して理解･了解を得ている

3.災害予見時の計画運休や物流拠点の計画休止等に

伴う商品供給の遅延･中止に対して理解･了解を得て

いる

4.災害発生時や災害予見時の優先業務､優先的に供給

する商品を取り決めている

5.災害時の協力のあり方について具体的に協議･調整

している

6.着荷主のBCP等の災害対策に自社からの要請･要望

を反映してもらっている

7.災害時の行動計画･行動マニュアル等を共有してい

る

8.災害時の応援･連携に関する協定･契約の締結等､協

力を約束する文書を取り交わしている

9.災害時の応援を実践できるように合同の訓練を実

施している

10.その他

11.特にない

12.発荷主となることはない

(n=119)
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2-12 Q16 着荷主として、発荷主となる取引先(調達先)に求める災害対策内容（荷主） 

「1.緊急連絡先の共有､連絡手段の確保」の割合が最も高く 57.1%となっている。次いで、「2.災害が

予見される場合の計画運休等の情報や､発災後の被害情報の収集･共有方法の確保（54.6%）」、「3.災

害予見時の輸送手段の計画運休や物流拠点の計画休止等の対策（38.7%）」となっている。 
 

図表 2-12 Q16 着荷主として、発荷主となる取引先(調達先)に求める災害対策内容 

 
  

57.1%

54.6%

38.7%

20.2%

17.6%

20.2%

17.6%

22.7%

32.8%

21.8%

22.7%

12.6%

17.6%

11.8%

1.7%

21.8%

8.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.緊急連絡先の共有､連絡手段の確保

2.災害が予見される場合の計画運休等の情報や､発災

後の被害情報の収集･共有方法の確保

3.災害予見時の輸送手段の計画運休や物流拠点の計

画休止等の対策

4.物流拠点の耐震化･損壊対策･風水害対策

5.非常用電源の確保

6.物流拠点の複数化･分散化

7.燃料の確保

8.優先業務､優先的に供給する商品の設定

9.在庫の確保･積み増し

10.物流情報システムのバックアップ･復旧対策

11.緊急時における企業間物流情報共有の仕組みの構

築

12.災害対策のスキル･ノウハウを有する人材の育成･

確保

13.人的な支援･応援体制の整備

14.災害対応の訓練の実施

15.その他

16.特にない

17.着荷主となることはない

(n=119)
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2-13 Q17 着荷主として、発荷主となる取引先(調達先) との災害対策に関する協力内容（荷主） 

「8.特にない」の割合が最も高く 55.5%となっている。次いで、「1.災害時の情報連絡方法を取り決め

ている（41.2%）」、「2.災害時の協力のあり方について具体的に協議･調整している（12.6%）」となってい

る。 
 

図表 2-13 Q17 着荷主として、発荷主となる取引先(調達先) との災害対策に関する協力内容 

 
 

  

41.2%

12.6%

6.7%

2.5%

2.5%

2.5%

2.5%

55.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.災害時の情報連絡方法を取り決めている

2.災害時の協力のあり方について具体的に協議･調整

している

3.発荷主のBCP等の災害対策に自社からの要請･要望

を反映してもらっている

4.災害時の行動計画･行動マニュアル等を共有してい

る

5.災害時の応援･連携に関する協定･契約の締結等､協

力を約束する文書を取り交わしている

6.災害時の応援を実践できるように合同の訓練を実

施している

7.その他

8.特にない

(n=119)
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2-14 Q17 2.災害時の協力のあり方について具体的に協議･調整している の該当事項（荷主） 

 

図表 2-14 Q17 2.災害時の協力のあり方について具体的に協議･調整している の該当事項 

 
 

  

11.8%

14.3%

13.4%

5.0%

1.7%

3.4%

3.4%

6.7%

5.9%

5.0%

3.4%

2.5%

4.2%

2.5%

0.8%

89.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

1.緊急連絡先の共有､連絡手段の確保

2.災害が予見される場合の計画運休等の情報や､発災

後の被害情報の収集･共有方法の確保

3.災害予見時の輸送手段の計画運休や物流拠点の計

画休止等の対策

4.物流拠点の耐震化･損壊対策･風水害対策

5.非常用電源の確保

6.物流拠点の複数化･分散化

7.燃料の確保

8.優先業務､優先的に供給する商品の設定

9.在庫の確保･積み増し

10.物流情報システムのバックアップ･復旧対策

11.緊急時における企業間物流情報共有の仕組みの構

築

12.災害対策のスキル･ノウハウを有する人材の育成･

確保

13.人的な支援･応援体制の整備

14.災害対応の訓練の実施

15.その他

16.なし

(n=119)
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2-15 Q17 3.発荷主の BCP 等の災害対策に自社からの要請･要望を反映してもらっている の

該当事項（荷主） 

 

図表 2-15 Q17 3.発荷主の BCP 等の災害対策に自社からの要請･要望を反映してもらっている 

の該当事項 

 
 

  

5.9%

5.0%

5.9%

4.2%

2.5%

4.2%

3.4%

5.9%

5.0%

4.2%

2.5%

1.7%

3.4%

1.7%

0.8%

93.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

1.緊急連絡先の共有､連絡手段の確保

2.災害が予見される場合の計画運休等の情報や､発災

後の被害情報の収集･共有方法の確保

3.災害予見時の輸送手段の計画運休や物流拠点の計

画休止等の対策

4.物流拠点の耐震化･損壊対策･風水害対策

5.非常用電源の確保

6.物流拠点の複数化･分散化

7.燃料の確保

8.優先業務､優先的に供給する商品の設定

9.在庫の確保･積み増し

10.物流情報システムのバックアップ･復旧対策

11.緊急時における企業間物流情報共有の仕組みの構

築

12.災害対策のスキル･ノウハウを有する人材の育成･

確保

13.人的な支援･応援体制の整備

14.災害対応の訓練の実施

15.その他

16.なし

(n=119)
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2-16 Q17 4.災害時の行動計画･行動マニュアル等を共有している の該当事項（荷主） 

 

図表 2-16 Q17 4.災害時の行動計画･行動マニュアル等を共有している の該当事項 

 
 

  

4.2%

3.4%

4.2%

2.5%

1.7%

3.4%

2.5%

3.4%

3.4%

4.2%

2.5%

1.7%

2.5%

1.7%

0.8%

94.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

1.緊急連絡先の共有､連絡手段の確保

2.災害が予見される場合の計画運休等の情報や､発災

後の被害情報の収集･共有方法の確保

3.災害予見時の輸送手段の計画運休や物流拠点の計

画休止等の対策

4.物流拠点の耐震化･損壊対策･風水害対策

5.非常用電源の確保

6.物流拠点の複数化･分散化

7.燃料の確保

8.優先業務､優先的に供給する商品の設定

9.在庫の確保･積み増し

10.物流情報システムのバックアップ･復旧対策

11.緊急時における企業間物流情報共有の仕組みの構

築

12.災害対策のスキル･ノウハウを有する人材の育成･

確保

13.人的な支援･応援体制の整備

14.災害対応の訓練の実施

15.その他

16.なし

(n=119)
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2-17 Q17 5.災害時の応援･連携に関する協定･契約の締結等､協力を約束する文書を取り交わし

ている の該当事項（荷主） 

 

図表 2-17 Q17 5.災害時の応援･連携に関する協定･契約の締結等､協力を約束する文書を取り交

わしている の該当事項 

 
 

  

3.4%

3.4%

3.4%

1.7%

0.8%

2.5%

1.7%

1.7%

1.7%

2.5%

1.7%

0.8%

1.7%

0.8%

1.7%

95.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

1.緊急連絡先の共有､連絡手段の確保

2.災害が予見される場合の計画運休等の情報や､発災

後の被害情報の収集･共有方法の確保

3.災害予見時の輸送手段の計画運休や物流拠点の計

画休止等の対策

4.物流拠点の耐震化･損壊対策･風水害対策

5.非常用電源の確保

6.物流拠点の複数化･分散化

7.燃料の確保

8.優先業務､優先的に供給する商品の設定

9.在庫の確保･積み増し

10.物流情報システムのバックアップ･復旧対策

11.緊急時における企業間物流情報共有の仕組みの構

築

12.災害対策のスキル･ノウハウを有する人材の育成･

確保

13.人的な支援･応援体制の整備

14.災害対応の訓練の実施

15.その他

16.なし

(n=119)
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2-18 Q15 下請事業者に求める災害対策内容（物流事業者） 

「1.緊急連絡先の共有､連絡手段の確保」の割合が最も高く 71.7%となっている。次いで、「2.災害が

予見される場合の計画運休等の情報や､発災後の被害情報の収集･共有方法の確保（52.5%）」、「3.災

害予見時の輸送手段の計画運休や物流拠点の計画休止等の対策（40.2%）」となっている。 
 

図表 2-18 Q15 下請事業者に求める災害対策内容 

 
  

71.7%

52.5%

40.2%

17.2%

12.7%

4.9%

16.0%

27.9%

27.5%

24.2%

10.7%

11.9%

9.8%

15.2%

10.7%

1.2%

11.5%

10.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1.緊急連絡先の共有､連絡手段の確保

2.災害が予見される場合の計画運休等の情報や､発災

後の被害情報の収集･共有方法の確保

3.災害予見時の輸送手段の計画運休や物流拠点の計

画休止等の対策

4.物流拠点の耐震化･損壊対策･風水害対策

5.非常用電源の確保

6.物流拠点の複数化･分散化

7.燃料の確保

8.輸送中の車両･貨物の位置情報の共有

9.輸送手段の確保

10.輸送手段･輸送ルートの多様化

11.物流情報システムのバックアップ･復旧対策

12.緊急時における企業間物流情報共有の仕組みの構

築

13.災害対策のスキル･ノウハウを有する人材の育成･

確保

14.人的な支援･応援体制の整備

15.災害対応の訓練の実施

16.その他

17.特にない

18.下請事業者を利用することはない

(n=244)
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2-19 Q16 下請事業者との災害対策に関する協力内容（物流事業者） 

「8.特にない」の割合が最も高く 59.4%となっている。次いで、「1.災害時の情報連絡方法を取り決め

ている（36.9%）」、「2.災害時の協力のあり方について具体的に協議･調整している（16.0%）」となってい

る。 
 

図表 2-19 Q16 下請事業者との災害対策に関する協力内容 

 
 

  

36.9%

16.0%

4.1%

3.3%

3.3%

3.3%

1.2%

59.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.災害時の情報連絡方法を取り決めている

2.災害時の協力のあり方について具体的に協議･調整

している

3.下請事業者のBCP等の災害対策に自社からの要請･

要望を反映してもらっている

4.災害時の行動計画･行動マニュアル等を共有してい

る

5.災害時の応援･連携に関する協定･契約の締結等､協

力を約束する文書を取り交わしている

6.災害時の応援を実践できるように合同の訓練を実

施している

7.その他

8.特にない

(n=244)
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2-20 Q16 2.災害時の協力のあり方について具体的に協議･調整している の該当事項（物流事

業者） 

 

図表 2-20 Q16 2.災害時の協力のあり方について具体的に協議･調整している の該当事項 

 
 

  

9.8%

9.0%

7.0%

2.9%

0.8%

0.4%

1.2%

2.9%

4.1%

2.0%

0.8%

2.5%

0.4%

1.6%

0.4%

2.0%

84.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

1.緊急連絡先の共有､連絡手段の確保

2.災害が予見される場合の計画運休等の情報や､発災

後の被害情報の収集･共有方法の確保

3.災害予見時の輸送手段の計画運休や物流拠点の計

画休止等の対策

4.物流拠点の耐震化･損壊対策･風水害対策

5.非常用電源の確保

6.物流拠点の複数化･分散化

7.燃料の確保

8.輸送中の車両･貨物の位置情報の共有

9.輸送手段の確保

10.輸送手段･輸送ルートの多様化

11.物流情報システムのバックアップ･復旧対策

12.緊急時における企業間物流情報共有の仕組みの構

築

13.災害対策のスキル･ノウハウを有する人材の育成･

確保

14.人的な支援･応援体制の整備

15.災害対応の訓練の実施

16.その他

17.なし

(n=244)
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2-21 Q16 3.下請事業者の BCP 等の災害対策に自社からの要請･要望を反映してもらっている 

の該当事項（物流事業者） 

 

図表 2-21 Q16 3.下請事業者の BCP 等の災害対策に自社からの要請･要望を反映してもらって

いる の該当事項 

 
 

 

  

3.7%

2.0%

1.6%

1.6%
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0.4%
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0.4%
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0.4%
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95.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

1.緊急連絡先の共有､連絡手段の確保

2.災害が予見される場合の計画運休等の情報や､発災

後の被害情報の収集･共有方法の確保

3.災害予見時の輸送手段の計画運休や物流拠点の計

画休止等の対策

4.物流拠点の耐震化･損壊対策･風水害対策

5.非常用電源の確保

6.物流拠点の複数化･分散化

7.燃料の確保

8.輸送中の車両･貨物の位置情報の共有

9.輸送手段の確保

10.輸送手段･輸送ルートの多様化

11.物流情報システムのバックアップ･復旧対策

12.緊急時における企業間物流情報共有の仕組みの構

築

13.災害対策のスキル･ノウハウを有する人材の育成･

確保

14.人的な支援･応援体制の整備

15.災害対応の訓練の実施

16.その他

17.なし

(n=244)
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2-22 Q16 4.災害時の行動計画･行動マニュアル等を共有している の該当事項（物流事業者） 

 

図表 2-22 Q16 4.災害時の行動計画･行動マニュアル等を共有している の該当事項 
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0.8%

0.4%

0.8%
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0.4%

0.4%

0.8%

0.4%

0.8%

0.4%

0.8%

96.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

1.緊急連絡先の共有､連絡手段の確保

2.災害が予見される場合の計画運休等の情報や､発災

後の被害情報の収集･共有方法の確保

3.災害予見時の輸送手段の計画運休や物流拠点の計

画休止等の対策

4.物流拠点の耐震化･損壊対策･風水害対策

5.非常用電源の確保

6.物流拠点の複数化･分散化

7.燃料の確保

8.輸送中の車両･貨物の位置情報の共有

9.輸送手段の確保

10.輸送手段･輸送ルートの多様化

11.物流情報システムのバックアップ･復旧対策

12.緊急時における企業間物流情報共有の仕組みの構

築

13.災害対策のスキル･ノウハウを有する人材の育成･

確保

14.人的な支援･応援体制の整備

15.災害対応の訓練の実施

16.その他

17.なし

(n=244)
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2-23 Q16 5.災害時の応援･連携に関する協定･契約の締結等､協力を約束する文書を取り交わし

ている の該当事項（物流事業者） 

 

図表 2-23 Q16 5.災害時の応援･連携に関する協定･契約の締結等､協力を約束する文書を取り交

わしている の該当事項 
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0.4%

0.4%

1.2%

0.4%

2.0%

95.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

1.緊急連絡先の共有､連絡手段の確保

2.災害が予見される場合の計画運休等の情報や､発災

後の被害情報の収集･共有方法の確保

3.災害予見時の輸送手段の計画運休や物流拠点の計

画休止等の対策

4.物流拠点の耐震化･損壊対策･風水害対策

5.非常用電源の確保

6.物流拠点の複数化･分散化

7.燃料の確保

8.輸送中の車両･貨物の位置情報の共有

9.輸送手段の確保

10.輸送手段･輸送ルートの多様化

11.物流情報システムのバックアップ･復旧対策

12.緊急時における企業間物流情報共有の仕組みの構

築

13.災害対策のスキル･ノウハウを有する人材の育成･

確保

14.人的な支援･応援体制の整備

15.災害対応の訓練の実施

16.その他

17.なし

(n=244)



32 

 

2-24 Q18 物流事業者や発着荷主との連携課題（荷主・物流事業者） 

Q18 物流事業者や発着荷主との連携課題を荷主・物流事業者別にみると、「1.荷主企業」では「2.

連携を進めるためのスキル･ノウハウが不足している」が 37.8%ともっとも割合が高く、次いで「3.平時に

災害時の対策を講じる余裕や態勢が無い」が 35.3%、「12.特にない」が 27.7%となっている。「2.物流事

業者」では「3.平時に災害時の対策を講じる余裕や態勢が無い」が 45.5%ともっとも割合が高く、次いで

「2.連携を進めるためのスキル･ノウハウが不足している」が 40.2%、「1.連携を担う人材が不足している」

が 33.6%となっている。 
 

図表 2-24 Q18 物流事業者や発着荷主との連携課題（荷主・物流事業者別） 

 
 

  

28.9%

39.4%

42.1%

17.4%

19.6%

11.6%

13.5%

23.1%

23.1%

19.3%

37.8%

35.3%

5.0%

10.9%

10.9%

16.8%

7.6%

19.3%

27.7%

33.6%

40.2%

45.5%

23.4%

23.8%

11.9%

11.9%

25.0%

20.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1.連携を担う人材が不足している

2.連携を進めるためのスキル･ノウハウ

が不足している

3.平時に災害時の対策を講じる余裕や態

勢が無い

4.物流事業者との間で､災害対策に関す

る危機感や問題意識の隔たりが大きい

5.物流事業者との間で､具体的な対策内

容や費用負担､リスク分担等に対する考

え方に隔たりが大きい

6.着荷主との間で､災害対策に関する危

機感や問題意識の隔たりが大きい

7.着荷主との間で､具体的な対策内容や

費用負担､リスク分担等に対する考え方

に隔たりが大きい

8.発荷主との間で､災害対策に関する危

機感や問題意識の隔たりが大きい

9.発荷主との間で､具体的な対策内容や

費用負担､リスク分担等に対する考え方

に隔たりが大きい

10.対策の実効性を高める訓練が実施で

きない

11.その他

12.特にない

無回答

(n=363) Total

(n=119) 1.荷主企業

(n=244) 2.物流事業者



33 

 

3 荷主クロス集計（抜粋） 
 

3-1 Q5 物流業務の実施状況別に見た Q14 物流事業者との災害対策に関する協力内容 

 

図表 3-1 Q14 物流事業者との災害対策に関する協力内容（Q5 物流業務の実施状況別） 

 

67.2%

37.0%

21.0%

17.6%

6.7%

8.4%

0.8%

33.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

100.0%

77.8%

40.7%

20.4%

18.5%

9.3%

11.1%

1.9%

25.9%

92.3%

61.5%

15.4%

46.2%

7.7%

7.7%

0.0%

7.7%

56.4%

28.2%

23.1%

7.7%

5.1%

5.1%

0.0%

41.0%

44.4%

33.3%

33.3%

22.2%

0.0%

11.1%

0.0%

55.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.災害時の情報連絡方法を取り

決めている

2.災害時の協力のあり方につい

て具体的に協議･調整している

3.物流事業者のBCP等の災害

対策に自社からの要請･要望を

反映してもらっている

4.災害時の行動計画･行動マ

ニュアル等を共有している

5.災害時の応援･連携に関する

協定･契約の締結等､協力を約

束する文書を取り交わしてい

る

6.災害時の応援を実践できるよ

うに合同の訓練を実施してい

る

7.その他

8.特にない

(n=119) Total

(n=4) 1.輸送 荷役等の実務も含め 物流業務は

すべて自社で管理 運営

(n=54) 2.自社で物流業務を管理しているが 輸

送 荷役等の実務は外部委託

(n=13) 3.物流業務は物流子会社にアウトソー

シング

(n=39) 4.物流業務は物流子会社以外の物流事

業者にアウトソーシング

(n=9) 5.その他
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3-2 Q5 物流業務の実施状況別に見た Q15 取引先(販売先)との災害対策に関する協力内容 

 

図表 3-2 Q15 取引先(販売先)との災害対策に関する協力内容（Q5 物流業務の実施状況別） 
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38.9%
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0.0%
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5.1%
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2.6%
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15.4%

44.4%

44.4%

44.4%

22.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

11.1%

22.2%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.災害時の情報連絡方法を取り

決めている

2.災害発生時の物流拠点の被災

や輸送障害等に伴う商品供給

の遅延･中止に対して理解･了

解を得ている

3.災害予見時の計画運休や物流

拠点の計画休止等に伴う商品

供給の遅延･中止に対して理

解･了解を得ている

4.災害発生時や災害予見時の優

先業務､優先的に供給する商品

を取り決めている

5.災害時の協力のあり方につい

て具体的に協議･調整している

6.着荷主のBCP等の災害対策

に自社からの要請･要望を反映

してもらっている

7.災害時の行動計画･行動マ

ニュアル等を共有している

8.災害時の応援･連携に関する

協定･契約の締結等､協力を約

束する文書を取り交わしてい

る

9.災害時の応援を実践できるよ

うに合同の訓練を実施してい

る

10.その他

11.特にない

12.発荷主となることはない

(n=119) Total

(n=4) 1.輸送 荷役等の実務も含め 物流業務は

すべて自社で管理 運営

(n=54) 2.自社で物流業務を管理しているが 輸

送 荷役等の実務は外部委託

(n=13) 3.物流業務は物流子会社にアウトソー

シング

(n=39) 4.物流業務は物流子会社以外の物流事

業者にアウトソーシング

(n=9) 5.その他
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3-3 Q5 物流業務の実施状況別に見た Q18 物流事業者や発着荷主との連携課題 

 

図表 3-3 Q18 物流事業者や発着荷主との連携課題（Q5 物流業務の実施状況別） 
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0.0%

25.0%
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40.7%

35.2%

7.4%

11.1%

16.7%

16.7%

1.9%

5.6%

22.2%

3.7%

24.1%

30.8%

23.1%

30.8%

7.7%

15.4%

7.7%

30.8%
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23.1%

15.4%

7.7%

30.8%

23.1%

38.5%

38.5%

2.6%

7.7%

5.1%

10.3%

2.6%

2.6%

23.1%

2.6%

25.6%

22.2%

44.4%

44.4%

0.0%

22.2%

11.1%

33.3%

0.0%

22.2%

0.0%

0.0%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80%

1.連携を担う人材が不足してい

る

2.連携を進めるためのスキル･

ノウハウが不足している

3.平時に災害時の対策を講じる

余裕や態勢が無い

4.物流事業者との間で､災害対

策に関する危機感や問題意識の

隔たりが大きい

5.物流事業者との間で､具体的

な対策内容や費用負担､リスク

分担等に対する考え方に隔たり

が大きい

6.着荷主との間で､災害対策に

関する危機感や問題意識の隔た

りが大きい

7.着荷主との間で､具体的な対

策内容や費用負担､リスク分担

等に対する考え方に隔たりが大

きい

8.発荷主との間で､災害対策に

関する危機感や問題意識の隔た

りが大きい

9.発荷主との間で､具体的な対

策内容や費用負担､リスク分担

等に対する考え方に隔たりが大

きい

10.対策の実効性を高める訓練

が実施できない

11.その他

12.特にない

(n=119) Total

(n=4) 1.輸送 荷役等の実務も含め 物流業務は

すべて自社で管理 運営

(n=54) 2.自社で物流業務を管理しているが 輸

送 荷役等の実務は外部委託

(n=13) 3.物流業務は物流子会社にアウトソー

シング

(n=39) 4.物流業務は物流子会社以外の物流事

業者にアウトソーシング

(n=9) 5.その他
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3-4 Q10 BCP 策定の有無別に見た Q14 物流事業者との災害対策に関する協力内容 

 

図表 3-4 Q14 物流事業者との災害対策に関する協力内容（Q10 BCP 策定の有無別） 

 
  

67.2%

37.0%

21.0%

17.6%

6.7%

8.4%

0.8%

33.6%

92.7%

60.0%

36.4%

34.5%

10.9%

18.2%

1.8%

9.1%

42.9%

21.4%

14.3%

7.1%

0.0%

0.0%

0.0%

57.1%

44.9%

16.3%

6.1%

2.0%

4.1%

0.0%

0.0%

55.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.災害時の情報連絡方法を取り

決めている

2.災害時の協力のあり方につい

て具体的に協議･調整している

3.物流事業者のBCP等の災害

対策に自社からの要請･要望を

反映してもらっている

4.災害時の行動計画･行動マ

ニュアル等を共有している

5.災害時の応援･連携に関する

協定･契約の締結等､協力を約

束する文書を取り交わしてい

る

6.災害時の応援を実践できるよ

うに合同の訓練を実施してい

る

7.その他

8.特にない

(n=119) Total

(n=55) 1.物流業務を対象に含むBCPを策定して

いる

(n=14) 2.BCPは策定しているが 物流業務を対

象に含まない

(n=49) 3.BCPは策定していない
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3-5 Q10 BCP 策定の有無別に見た Q15 取引先(販売先)との災害対策に関する協力内容 

 

図表 3-5 Q15 取引先(販売先)との災害対策に関する協力内容（Q10 BCP 策定の有無別） 
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8.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.災害時の情報連絡方法を取り

決めている

2.災害発生時の物流拠点の被災

や輸送障害等に伴う商品供給の

遅延･中止に対して理解･了解を

得ている

3.災害予見時の計画運休や物流

拠点の計画休止等に伴う商品供

給の遅延･中止に対して理解･了

解を得ている

4.災害発生時や災害予見時の優

先業務､優先的に供給する商品

を取り決めている

5.災害時の協力のあり方につい

て具体的に協議･調整している

6.着荷主のBCP等の災害対策に

自社からの要請･要望を反映し

てもらっている

7.災害時の行動計画･行動マ

ニュアル等を共有している

8.災害時の応援･連携に関する

協定･契約の締結等､協力を約束

する文書を取り交わしている

9.災害時の応援を実践できるよ

うに合同の訓練を実施している

10.その他

11.特にない

12.発荷主となることはない

(n=119) Total

(n=55) 1.物流業務を対象に含むBCPを策定して

いる

(n=14) 2.BCPは策定しているが 物流業務を対

象に含まない

(n=49) 3.BCPは策定していない
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3-6 Q10 BCP 策定の有無別に見た Q17 取引先(調達先)に求める協力内容 

 

図表 3-6 Q17 取引先(調達先)に求める協力内容（Q10 BCP 策定の有無別） 
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67.3%

0% 20% 40% 60% 80%

1.災害時の情報連絡方法を取り

決めている

2.災害時の協力のあり方につい

て具体的に協議･調整している

3.発荷主のBCP等の災害対策に

自社からの要請･要望を反映し

てもらっている

4.災害時の行動計画･行動マ

ニュアル等を共有している

5.災害時の応援･連携に関する

協定･契約の締結等､協力を約束

する文書を取り交わしている

6.災害時の応援を実践できるよ

うに合同の訓練を実施している

7.その他

8.特にない

(n=119) Total

(n=55) 1.物流業務を対象に含むBCPを策定して

いる

(n=14) 2.BCPは策定しているが 物流業務を対

象に含まない

(n=49) 3.BCPは策定していない
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3-7 Q10 BCP 策定の有無別に見た Q18 物流事業者や発着荷主との連携課題 

 

図表 3-7 Q18 物流事業者や発着荷主との連携課題（Q10 BCP 策定の有無別） 
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0% 10%20%30%40%50%60%70%

1.連携を担う人材が不足してい

る

2.連携を進めるためのスキル･

ノウハウが不足している

3.平時に災害時の対策を講じる

余裕や態勢が無い

4.物流事業者との間で､災害対

策に関する危機感や問題意識の

隔たりが大きい

5.物流事業者との間で､具体的

な対策内容や費用負担､リスク

分担等に対する考え方に隔たり

が大きい

6.着荷主との間で､災害対策に

関する危機感や問題意識の隔た

りが大きい

7.着荷主との間で､具体的な対

策内容や費用負担､リスク分担

等に対する考え方に隔たりが大

きい

8.発荷主との間で､災害対策に

関する危機感や問題意識の隔た

りが大きい

9.発荷主との間で､具体的な対

策内容や費用負担､リスク分担

等に対する考え方に隔たりが大

きい

10.対策の実効性を高める訓練

が実施できない

11.その他

12.特にない

(n=119) Total

(n=55) 1.物流業務を対象に含むBCPを策定して

いる

(n=14) 2.BCPは策定しているが 物流業務を対

象に含まない

(n=49) 3.BCPは策定していない
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4 物流事業者クロス集計（抜粋） 
 

4-1 Q5 主な顧客別に見た Q14 荷主企業との災害対策に関する協力内容 

 

図表 4-1 Q14 荷主企業との災害対策に関する協力内容（Q5 主な顧客別） 
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0% 20% 40% 60% 80%

1.災害時の情報連絡方法を取り

決めている

2.災害時の協力のあり方につい

て具体的に協議･調整している

3.荷主企業のBCP等の災害対策

に自社からの要請･要望を反映

してもらっている

4.災害時の行動計画･行動マ

ニュアル等を共有している

5.災害時の応援･連携に関する

協定･契約の締結等､協力を約束

する文書を取り交わしている

6.災害時の応援を実践できるよ

うに合同の訓練を実施している

7.その他

8.特にない

(n=244) Total

(n=13) 1.親会社である荷主企業（自社が物流

子会社）

(n=158) 2.親会社以外の荷主企業（自社が元請

け）

(n=50) 3.物流事業者（自社が他の物流事業者

の下請け）

(n=12) 4.その他
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4-2 Q5 主な顧客別に見た Q16 下請事業者との災害対策に関する協力内容 

 

図表 4-2 Q16 下請事業者との災害対策に関する協力内容（Q5 主な顧客別） 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.災害時の情報連絡方法を取り

決めている

2.災害時の協力のあり方につい

て具体的に協議･調整している

3.下請事業者のBCP等の災害

対策に自社からの要請･要望を

反映してもらっている

4.災害時の行動計画･行動マ

ニュアル等を共有している

5.災害時の応援･連携に関する

協定･契約の締結等､協力を約

束する文書を取り交わしてい

る

6.災害時の応援を実践できるよ

うに合同の訓練を実施してい

る

7.その他

8.特にない

(n=244) Total

(n=13) 1.親会社である荷主企業（自社が物流

子会社）

(n=158) 2.親会社以外の荷主企業（自社が元請

け）

(n=50) 3.物流事業者（自社が他の物流事業者

の下請け）

(n=12) 4.その他
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4-3 Q5 主な顧客別に見た Q17 荷主企業や下請事業者との連携課題 

 

図表 4-3 Q17 荷主企業や下請事業者との連携課題（Q5 主な顧客別） 
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0% 10%20%30%40%50%60%70%

1.連携を担う人材が不足してい

る

2.連携を進めるためのスキル･

ノウハウが不足している

3.平時に災害時の対策を講じる

余裕や態勢が無い

4.荷主企業との間で､災害対策

に関する危機感や問題意識の隔

たりが大きい

5.荷主企業との間で､具体的な

対策内容や費用負担､リスク分

担等に対する考え方に隔たりが

大きい

6.下請事業者との間で､災害対

策に関する危機感や問題意識の

隔たりが大きい

7.下請事業者との間で､具体的

な対策内容や費用負担､リスク

分担等に対する考え方に隔たり

が大きい

8.対策の実効性を高める訓練が

実施できない

9.その他

10.特にない

(n=244) Total

(n=13) 1.親会社である荷主企業（自社が物流

子会社）

(n=158) 2.親会社以外の荷主企業（自社が元請

け）

(n=50) 3.物流事業者（自社が他の物流事業者

の下請け）

(n=12) 4.その他
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4-4 Q10 BCP 策定の有無別に見た Q14 荷主企業との災害対策に関する協力内容 

 

図表 4-4 Q14 荷主企業との災害対策に関する協力内容（Q10 BCP 策定の有無別） 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.災害時の情報連絡方法を取り決め

ている

2.災害時の協力のあり方について具

体的に協議･調整している

3.荷主企業のBCP等の災害対策に自

社からの要請･要望を反映しても

らっている

4.災害時の行動計画･行動マニュアル

等を共有している

5.災害時の応援･連携に関する協定･

契約の締結等､協力を約束する文書

を取り交わしている

6.災害時の応援を実践できるように

合同の訓練を実施している

7.その他

8.特にない

(n=244) Total

(n=112) 1.BCPを策定している

(n=132) 2.BCPは策定していない
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4-5 Q10 BCP 策定の有無別に見た Q16 下請事業者との災害対策に関する協力内容 

 

図表 4-5 Q16 下請事業者との災害対策に関する協力内容（Q10 BCP 策定の有無別） 
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0% 10%20%30%40%50%60%70%80%

1.災害時の情報連絡方法を取り決め

ている

2.災害時の協力のあり方について具

体的に協議･調整している

3.下請事業者のBCP等の災害対策に

自社からの要請･要望を反映しても

らっている

4.災害時の行動計画･行動マニュアル

等を共有している

5.災害時の応援･連携に関する協定･

契約の締結等､協力を約束する文書

を取り交わしている

6.災害時の応援を実践できるように

合同の訓練を実施している

7.その他

8.特にない

(n=244) Total

(n=112) 1.BCPを策定している

(n=132) 2.BCPは策定していない
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4-6 Q10 BCP 策定の有無別に見た Q17 荷主企業や下請事業者との連携課題 

 

図表 4-6 Q17 荷主企業や下請事業者との連携課題（Q10 BCP 策定の有無別） 
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1.連携を担う人材が不足している

2.連携を進めるためのスキル･ノウハ

ウが不足している

3.平時に災害時の対策を講じる余裕

や態勢が無い

4.荷主企業との間で､災害対策に関す

る危機感や問題意識の隔たりが大き

い

5.荷主企業との間で､具体的な対策内

容や費用負担､リスク分担等に対す

る考え方に隔たりが大きい

6.下請事業者との間で､災害対策に関

する危機感や問題意識の隔たりが大

きい

7.下請事業者との間で､具体的な対策

内容や費用負担､リスク分担等に対

する考え方に隔たりが大きい

8.対策の実効性を高める訓練が実施

できない

9.その他

10.特にない

(n=244) Total

(n=112) 1.BCPを策定している

(n=132) 2.BCPは策定していない


